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（百万円未満切捨て） 

１．平成24年12月期の連結業績（平成24年１月１日～平成24年12月31日） 
(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 47,226 △1.2 1,837 △15.7 2,318 △14.8 701 △60.4
23年12月期 47,790 △3.6 2,181 108.0 2,722 106.2 1,772 △55.5

（注）  包括利益    24年12月期 3,748百万円（30.0％） 23年12月期 2,884百万円（△37.0％） 

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高
営 業 利 益 率

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年12月期 19.95 － 1.6 2.0 3.9
23年12月期 50.41 － 4.2 2.4 4.6

（参考） 持分法投資損益 24年12月期 4百万円 23年12月期 4百万円 

 
(2) 連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 116,276 66,456 39.4 1,302.69
23年12月期 112,932 63,133 38.1 1,225.13

（参考） 自己資本    24年12月期 45,793百万円 23年12月期 43,067百万円 

 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円

24年12月期 2,957 △5,122 338 6,194
23年12月期 589 463 738 8,021

 
２．配当の状況 

 
年間配当金 

配当金総額 

(合計) 
配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末 

第３ 
四半期末

期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年12月期 － － － 10.00 10.00 351 19.8 0.8
24年12月期 － － － 10.00 10.00 351 50.1 0.8
25年12月期 
(予想) 

－ － － 10.00 10.00  43.9 

 
３．平成25年12月期の連結業績予想（平成25年１月１日～平成25年12月31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期 
（累計） 

26,000 2.1 600 △59.0 900 △46.6 500 △28.5 14.22

通     期 49,000 3.8 1,900 3.4 2,400 3.5 800 14.1 22.76
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※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無 
 新規 ― 社（社名） 、除外 ― 社（社名） 
  
(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有 
 ② ①以外の会計方針の変更 ：無 
 ③ 会計上の見積りの変更 ：有 
 ④ 修正再表示 ：無 
 (注)詳細は、添付資料22ページ「会計方針の変更」及び「会計上の見積りの変更」をご覧ください。 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年12月期 35,215,000株 23年12月期 35,215,000株
 ② 期末自己株式数 24年12月期 61,665株 23年12月期 61,348株
 ③ 期中平均株式数 24年12月期 35,153,523株 23年12月期 35,154,104株
  (注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料35ページ「１株当たり情報」をご覧くだ

さい。 
 
（参考）個別業績の概要 
 
１．平成24年12月期の個別業績（平成24年１月１日～平成24年12月31日） 
(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 16,336 △3.3 688 65.5 988 47.2 159 △89.3
23年12月期 16,886 0.5 416 27.9 671 72.2 1,484 △60.8

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

 円 銭 円 銭

24年12月期 4.52 －
23年12月期 42.24 －

 
 
(2) 個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 48,450 17,297 35.7 492.06
23年12月期 45,931 15,723 34.2 447.28

（参考） 自己資本    24年12月期 17,297百万円 23年12月期 15,723百万円 

 
２．平成25年12月期の個別業績予想（平成25年１月１日～平成25年12月31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期 
（累計） 

8,100 △2.4 50 △89.6 250 △64.0 100 △43.3 2.84

通     期 16,500 1.0 250 △63.7 650 △34.3 200 25.7 5.69

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく

財務諸表の監査手続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の

前提に基づいており、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注記事項については、添付資料３ページ「１．経営成績 （１）経

営成績に関する分析（次期の見通し）」をご覧ください。 

・当社は、平成25年２月22日に機関投資家・アナリスト向けの説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料等について

は、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績 

(１)  経営成績に関する分析 

（当連結会計年度の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等により緩やかながら回

復の兆しが見えたものの、欧州の債務危機や新興国の経済成長の鈍化、円高の長期化等、先行き

は不透明な状況で推移いたしました。 

このような環境のなか、当社グループは、「成長事業への転換」に向けた基盤構築を図るとと

もに、「新規事業の創出」のため新規事業室を立ち上げる等新たな体制をスタートさせました。

繊維・医薬品・機械関連等の製造事業におきましては、付加価値の高い製品提供、より一層の原

価低減、独自性のある製品の開発強化に努めてまいりました。また、ショッピングセンター等の

不動産事業におきましては、施設鮮度の維持、効率的な費用支出を行うとともに、お客様のニー

ズを適切に反映した事業運営に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、機械関連事業において消防自動車の売上が増加したも

のの、医薬品事業において薬価引き下げの影響等により減収となったことや繊維事業において肌

着・靴下等が減収となったことにより、472億26百万円（前連結会計年度比1.2％減）となりまし

た。 

営業利益は、機械関連事業で売上高が増加し、固定費の削減も図り利益改善が実現したものの、

粗利率の高い医薬品事業の売上高が減少したため、18億37百万円（同15.7％減）となり、経常利

益は、23億18百万円（同14.8％減）となりました。 

当期純利益は、７億１百万円（同60.4％減）となりました。なお、前連結会計年度に比べ当期

純利益が減少したのは、前連結会計年度は生物科学研究部門（同部門の松本分室を除く）の事業

譲渡益を計上していたことによるものであります。 

 

事業別の状況は次のとおりであります。 

＜売上高の内訳＞ 

 平成23年12月期

（百万円） 

平成24年12月期

（百万円） 

増減 

（百万円） （％）

繊 維 11,226 10,160 △1,066 △9.5

医 薬 品 17,790 16,399 △1,390 △7.8

機 械 関 連 7,852 10,064 2,212 28.2

不 動 産 6,818 6,759 △59 △0.9

そ の 他 4,102 3,842 △260 △6.3

合 計 47,790 47,226 △564 △1.2

 

①  繊維事業 

肌着・靴下等の衣料品は、カジュアルインナー・補整下着・肌着とも大手量販店への販売が低

迷し減収となりました。 

また、機能性繊維は、水溶性繊維「ソルブロン」の中国向け販売が落ち込んだため減収となり

ました。 
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この結果、繊維事業の売上高は101億60百万円（前連結会計年度比9.5％減）となりました。 

営業利益は、粗利率の改善やコスト削減に努めたものの、２億67百万円（同1.1％減）となりま

した。 

②  医薬品事業 

医薬品事業は、不整脈治療剤「アミオダロン塩酸塩速崩錠」及び心不全治療薬 「ピモベンダン

錠」が順調に推移いたしましたが、 薬価引き下げの影響に加え、経口糖尿病用剤「メデット錠」

が競合品の影響を受けたことにより減収となりました。 

この結果、医薬品事業の売上高は163億99百万円（同7.8％減）となりました。 

営業利益は、研究開発費が減少したものの５億48百万円（同61.0％減）となりました。 

③  機械関連事業 

消防関連機器は、復興需要による受注増や前連結会計年度に受注した車両の納車期日の到来に

より、消防自動車の出荷が当連結会計年度に集中したことから増収となりました。 

トラック部品は、タイの関税引き上げ前の増産の影響で増収となりました。 

この結果、機械関連事業の売上高は100億64百万円（同28.2％増）となり、営業利益は、２億83

百万円（前連結会計年度は２億32百万円の損失）となりました。 

④  不動産事業 

不動産事業は、住宅展示場（埼玉県さいたま市）のリニューアルの実施等施設の鮮度維持を図

るとともに、お客様のニーズを適切に反映した事業運営に努めてまいりました。 

なお、大宮ゴルフセンター（埼玉県さいたま市）については、さいたま新都心駅前社有地第二

期開発に伴い当連結会計年度12月に営業を終了しております。 

この結果、不動産事業の売上高は67億59百万円（前連結会計年度比0.9％減）となりました。 

営業利益は、効率的な費用支出やコスト削減により21億54百万円（同6.2％増）となりました。 

⑤  その他 

その他の区分は、ホームセンター、ビル管理サービス、訪花昆虫の販売等の事業により構成さ

れております。 

その他の売上高は38億42百万円（同6.3％減）となり、営業利益は、91百万円（前連結会計年度

は37百万円の損失）となりました。 

 

 

（次期の見通し） 

当社グループは、事業の安定的な成長と拡大を目指し、2012年度から2016年度の５カ年を計画期

間とする中期経営計画「カタクラ2016」を策定いたしました。2013年度は、初年度の検証を踏まえ

新たな課題に取り組むことで、既存事業をより一層強化するとともに新たな事業の創出に努め、企

業価値の向上を図ってまいります。 

次期の連結業績の見通しについては、売上高490億円、営業利益19億円、経常利益24億円、当期純

利益８億円を予想しております。また個別業績は、売上高165億円、営業利益２億50百万円、経常利

益６億50百万円、当期純利益２億円を予想しております。 
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(２)  財政状態に関する分析 

（資産、負債及び純資産の状況に関する分析） 

（資産の部） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ14億56百万円増加の541億35百万円（前連結会計年度末

比2.8％増）となりました。増減の主要な項目は、現金及び預金、商品及び製品、流動資産のそ

の他であり、現金及び預金は27億15百万円増加し、商品及び製品、流動資産のその他はそれぞれ

４億54百万円、６億32百万円減少しました。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ18億87百万円増加の621億41百万円（同3.1％増）となり

ました。増減の主要な項目は、投資有価証券、投資その他の資産のその他であり、投資有価証券

は40億４百万円増加し、投資その他の資産のその他は18億34百万円減少しました。 

上記により総資産額は、前連結会計年度末に比べ33億43百万円増加の1,162億76百万円（同

3.0％増）となりました。 

（負債の部） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ20億33百万円減少の235億32百万円（同8.0％減）となり

ました。増減の主要な項目は、未払金、流動負債のその他であり、それぞれ５億51百万円、５億

18百万円減少しました。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ20億53百万円増加の262億86百万円（同8.5％増）となり

ました。増減の主要な項目は、長期借入金、繰延税金負債であり、それぞれ10億３百万円、14億

23百万円増加しました。 

上記により負債総額は、前連結会計年度末に比べ20百万円増加の498億19百万円（同0.0％増）

となりました。 

（純資産の部） 

純資産は、前連結会計年度に比べ33億23百万円増加の664億56百万円（同5.3％増）となりまし

た。増減の主要な項目は、その他有価証券評価差額金であり、23億52百万円増加しました。 

また、自己資本比率は39.4％となりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況に関する分析） 

当連結会計年度末における連結ベースの「現金及び現金同等物」（以下、「資金」という。）

は、61億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億27百万円の減少（前連結会計年度末比

22.8％減）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、29億57百万円（前連結会計年度比23億67百万円の増、同

401.5％増）となりました。これは主に、営業収益を確保できたことによるものであります。 

なお、前連結会計年度に比べ資金が増加したのは、主にたな卸資産の減少、預り敷金及び保証

金の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、51億22百万円（前連結会計年度は４億63百万円の収入）とな

りました。これは主に、預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金への資金の振替、有形固定資産

の取得によるものであります。 

なお、前連結会計年度に比べ資金が減少したのは、主に預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預
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金への資金の振替が増加したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、３億38百万円（前連結会計年度比３億99百万円の減、同54.

1％減）となりました。これは主に長期借入金の借入によるものであります。 

なお、前連結会計年度に比べ資金が減少したのは、主に長期借入金の返済による支出は減少し

たものの、短期借入金の純増減額、長期借入れによる収入がそれぞれ減少したことによるもので

あります。 

（キャッシュ･フロー関連指標の推移） 

 平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 

自 己 資 本 比 率（％） 37.0 38.1 39.4

時価ベースの自己資本比率（％） 26.4 22.3 23.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 5.7 23.5 4.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  8.3 2.6 13.4

(注) １．各指標の算出方法は次のとおりであります。 

（１） 自己資本比率：自己資本／総資産 

（２） 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

（３） キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

（４） インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

３．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

４．キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを利用しています。 

５．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全て

の負債を対象としております。 

６．利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。 

 

(３)  利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への利益還元並びに安定配当の継続を、経営上重要な政策の一つに位置

付けております。 

上記方針を基に、平成24年12月期の期末配当は、当期の業績や今後の事業展開、内部留保の

水準等を総合的に勘案し、前期同様の10円を予定しております。 

また、平成25年12月期の配当につきましては、株主の皆様へ継続的に安定した配当を実施す

ることを基本としておりますことから、１株につき10円の予想としております。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは当社、子会社14社及び関連会社1社で構成され、衣料品及び機能性繊維の製造・販売

を行っている「繊維事業」、医療用医薬品の製造・販売を行っている「医薬品事業」、消防自動車、

自動車部品、農業用機械等の製造・販売を行っている「機械関連事業」、ショッピングセンターの運

営、各種の不動産賃貸事業を行っている「不動産事業」、ホームセンター、ビル管理サービス、訪花

昆虫の製造・販売の事業を行っている「その他」の事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係る位置づけは、次のとおりであります。 

なお、これらの事業区分とセグメント情報における事業区分は、同一であります。 

繊維事業…………………… 当社は肌着、靴下等の衣料品の企画・製造・販売、ブランドライ

センス業を行っております。子会社㈱ニチビは水溶性繊維、耐熱

性繊維等の機能性繊維の製造・販売、オグランジャパン㈱は肌

着、エプロン等の企画・販売、カフラス㈱は補整下着の製造・販

売を行っております。 

医薬品事業………………… 子会社トーアエイヨー㈱は狭心症や心筋梗塞等の医療用医薬品の

製造・販売、三全製薬㈱は健康食品の充填・包装業務、東近紙工

㈱は紙器の製造・販売、東栄商事㈱は医薬品包装業務及び製薬用

資材の販売を行っております。 

機械関連事業……………… 当社は自動車部品、工業用バルブ、工業用洗浄機等の設計・製

造・販売、石油製品等の輸入販売を行っております。子会社日本

機械工業㈱は消防自動車、防災機器の製造・販売、片倉機器工業

㈱は畑作、稲作、果樹関連の農業用機械の製造・販売を行ってお

ります。 

不動産事業………………… 当社はショッピングセンターの運営及び各種の不動産賃貸事業を

行っております。 

その他……………………… 当社はホームセンター、訪花昆虫（交配用ミツバチ）等の製造・

販売を行っております。子会社㈱片倉キャロンサービスはビル管

理サービスの事業を行っております。 
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事業の系統図は次のとおりであります。 

◎ トーアエイヨー㈱

 三全製薬㈱

 東栄商事㈱

 東近紙工㈱

※　◎連結子会社　　非連結子会社

そ
の
他

◎ ㈱片倉キャロンサービス

繊
維
事
業

片
倉
工
業
㈱

顧
客

◎ ㈱ニチビ

◎ オグランジャパン㈱

◎ カフラス㈱

医
薬
品
事
業

機
械
関
連
事
業

◎ 日本機械工業㈱

◎ 片倉機器工業㈱

不
動
産
事
業

製品

製品

製品

製品

製品

製品

製品

製品

サービス

サービスサービス

製品

製品

製品

部品

加工

サービス
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３．経営方針 

(１) 会社の経営の基本方針 

当社片倉工業㈱は、明治6年の創業以来、国内最大手のシルクメーカーとして「カタクラシ

ルク」のブランドを世界に広めると同時に、わが国近代産業の発展に寄与してまいりました。

また、長い歴史の中で培われてきた信頼と有形無形の財産の有効活用により事業の多角化を

推進し、カタクラグループとして広く社会に貢献してまいりました。創業から140年の間に

培われた社風である「親和協力」のもと、ステークホルダーの皆様の満足を得ることに努め、

社会と共に持続的な発展を目指すために、以下の経営理念を掲げております。 

≪経営理念≫ 

カタクラグループは、信義、誠実、親和協力を旨とし、命と健康を守り健全で豊かな

社会の実現に貢献する。 

また、「分散（多角化経営）と融合（シナジーの強化）」を追求し、それぞれの発想と、

それぞれの技術、経験を持ち寄り、それぞれの市場の潮流を読むことで、下記のテーマに取

り組んでまいります。 

≪経営ビジョン≫ 

分散と融合を追求し、健康、安全・快適、環境との共生を実現する企業集団を目指

し、新しい「成長の芽」を創り出す。 

① 人々の健康な暮らしに貢献する事業を創り出す。 

② 人々の安全で快適な暮らしに貢献する事業を創り出す。 

③ 環境に貢献する事業を創り出す。 

 

(２) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

当社グループは、事業の安定的な成長と拡大を目指し、2012年度から2016年度の５カ年を計画

期間とする中期経営計画「カタクラ2016」を策定いたしました。最終年度（2016年度）の売上高

610億円、営業利益42億円（売上高営業利益率6.9％）の達成に向け、初年度の検証を踏まえ新た

な課題に取り組むことで既存事業をより一層強化するとともに新たな事業の創出に努め、企業価

値の向上を図ってまいります。 

＜「カタクラ2016」の基本戦略＞ 

◎ 成長事業への転換 

・ 多様化する顧客ニーズに対応し、特定領域でのＮｏ.１を目指す 

・ 既存事業のビジネスモデルを見直し、成長事業へシフトすることで、収益基盤を強

化する 

・ 新興国市場の開拓を推進する 

◎ 新規事業の創出 

・ 多角化した事業のシナジーを効かせ、新規事業を創出する 

・ 人々の潜在ニーズに応え、独創的な製品やサービスを提供することで、成長事業を

創出する 

・ 長期的な展望のもとでカタクラグループの新たな柱となる事業を創出する 
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中期経営計画「カタクラ2016」の着実な実行が重要な経営課題であると考えており、グループ

全社をあげて取り組んでまいります。 

各事業の対処すべき課題は次のとおりです。 

 

（繊維事業） 

健康と美を追求する高付加価値インナーメーカーへの転換を図るため、疲労軽減や快適性

向上等の機能性製品を強化するとともに、新販路開拓に努めてまいります。また、新たな高

機能素材の開発と耐熱性繊維の用途開発を進めてまいります。 

（医薬品事業） 

循環器領域に特化したスペシャリティファーマの実現を目指し､継続的に新薬を上市でき

る研究開発体制を確立するとともに他社ライセンスの導入にも注力し､製品ラインナップの

拡充を図ります。また､独自の営業体制の確立および生産体制の再構築により業績向上に努

めてまいります。 

（機械関連事業） 

新たな環境整備機器の製造・販売事業の確立を目指し、洗浄・清掃を切り口とした環境整

備機器の開発を推進中です。また、消防自動車の艤装技術をベースに特長ある環境整備車両

を開発し、ラインナップの拡充を図ります。加えて、アジアを中心とした海外市場の開拓に

努めてまいります。 

（不動産事業） 

コクーン新都心の実績を活かしたさいたま新都心駅前社有地の第二期開発並びに松本社有

地開発の大型社有地プロジェクトを確実に推進するとともに、「東京スクエアガーデン」の

竣工により、収益拡大を目指してまいります。また、既存の商業施設の鮮度向上に努め、安

定した収益力を維持してまいります。 

（新規事業） 

分散（多角化経営）と融合（シナジーの強化）を追求し、＜介護・福祉分野＞、＜コミュ

ニティサービス分野＞、＜環境関連分野＞、＜健康分野＞での新規事業の創出に取り組んで

まいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,953 28,669

受取手形及び売掛金 ※５  13,653 ※５  13,709

有価証券 492 492

商品及び製品 4,036 3,581

仕掛品 2,514 2,750

原材料及び貯蔵品 2,162 1,838

繰延税金資産 1,381 1,236

その他 2,493 1,860

貸倒引当金 △9 △3

流動資産合計 52,679 54,135

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２  18,750 ※２  17,456

機械装置及び運搬具（純額） ※２  1,332 ※２  1,162

土地 ※２  16,797 ※２  16,808

建設仮勘定 780 2,521

その他（純額） ※２  635 ※２  621

有形固定資産合計 ※１  38,296 ※１  38,569

無形固定資産 2,194 1,746

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2, ※4  15,148 ※2, ※4  19,152

長期貸付金 285 179

繰延税金資産 7 5

その他 ※２  4,415 ※２  2,580

貸倒引当金 △93 △93

投資その他の資産合計 19,762 21,825

固定資産合計 60,253 62,141

資産合計 112,932 116,276
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2, ※5  8,562 ※2, ※5  8,262

短期借入金 ※２  5,691 ※２  5,332

1年内返済予定の長期借入金 ※２  452 ※２  716

未払金 3,525 2,973

未払法人税等 455 235

賞与引当金 395 402

役員賞与引当金 35 35

従業員預り金 265 14

設備関係支払手形 138 31

資産除去債務 10 12

その他 ※２  6,033 ※２  5,515

流動負債合計 25,566 23,532

固定負債   

長期借入金 ※２  4,442 ※２  5,445

繰延税金負債 5,276 6,700

退職給付引当金 2,438 2,431

役員退職慰労引当金 240 272

土壌汚染処理損失引当金 98 92

長期預り敷金保証金 ※２  9,077 ※２  8,370

長期前受収益 1,794 2,136

負ののれん 44 21

資産除去債務 532 542

その他 287 273

固定負債合計 24,233 26,286

負債合計 49,799 49,819

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,817 1,817

資本剰余金 332 332

利益剰余金 35,045 35,395

自己株式 △81 △82

株主資本合計 37,113 37,463

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,950 8,303

繰延ヘッジ損益 3 27

その他の包括利益累計額合計 5,954 8,330

少数株主持分 20,065 20,663

純資産合計 63,133 66,456

負債純資産合計 112,932 116,276
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 47,790 47,226

売上原価 ※１  29,056 ※１  29,581

売上総利益 18,733 17,644

販売費及び一般管理費   

販売諸掛費 1,736 1,482

広告宣伝費 892 867

給料及び手当 4,779 4,689

賞与引当金繰入額 224 234

退職給付費用 624 567

役員退職慰労引当金繰入額 45 45

役員賞与引当金繰入額 35 35

福利厚生費 803 794

減価償却費 410 668

旅費及び交通費 892 897

研究開発費 ※２  3,386 ※２  3,069

その他 2,719 2,453

販売費及び一般管理費合計 16,552 15,806

営業利益 2,181 1,837

営業外収益   

受取利息 67 55

受取配当金 458 451

負ののれん償却額 23 23

持分法による投資利益 4 4

雑収入 304 267

営業外収益合計 858 802

営業外費用   

支払利息 216 219

休止事業所経費等 13 －

シンジケートローン手数料 31 28

雑損失 56 74

営業外費用合計 317 321

経常利益 2,722 2,318
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※３  90 10

投資有価証券売却益 7 26

事業譲渡益 1,618 －

その他 59 3

特別利益合計 1,776 40

特別損失   

固定資産処分損 ※４  50 ※４  104

減損損失 ※５  68 ※５  229

投資有価証券売却損 － 6

投資有価証券評価損 29 143

割増退職金 80 －

退職給付制度終了損 － 305

災害による損失 ※６  319 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 434 －

その他 189 40

特別損失合計 1,172 830

税金等調整前当期純利益 3,326 1,529

法人税、住民税及び事業税 1,225 574

法人税等調整額 △102 23

法人税等合計 1,123 597

少数株主損益調整前当期純利益 2,203 931

少数株主利益 431 230

当期純利益 1,772 701
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 2,203 931

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 667 2,784

繰延ヘッジ損益 13 24

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 8

その他の包括利益合計 680 ※１  2,817

包括利益 2,884 3,748

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,334 3,078

少数株主に係る包括利益 549 670
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,817 1,817

当期末残高 1,817 1,817

資本剰余金   

当期首残高 332 332

当期末残高 332 332

利益剰余金   

当期首残高 33,624 35,045

当期変動額   

剰余金の配当 △351 △351

当期純利益 1,772 701

当期変動額合計 1,420 349

当期末残高 35,045 35,395

自己株式   

当期首残高 △81 △81

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △81 △82

株主資本合計   

当期首残高 35,693 37,113

当期変動額   

剰余金の配当 △351 △351

当期純利益 1,772 701

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,419 349

当期末残高 37,113 37,463
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 5,402 5,950

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 548 2,352

当期変動額合計 548 2,352

当期末残高 5,950 8,303

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △10 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 24

当期変動額合計 13 24

当期末残高 3 27

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 5,391 5,954

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 562 2,376

当期変動額合計 562 2,376

当期末残高 5,954 8,330

少数株主持分   

当期首残高 19,583 20,065

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 481 597

当期変動額合計 481 597

当期末残高 20,065 20,663

純資産合計   

当期首残高 60,668 63,133

当期変動額   

剰余金の配当 △351 △351

当期純利益 1,772 701

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,044 2,974

当期変動額合計 2,464 3,323

当期末残高 63,133 66,456
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,326 1,529

減価償却費 2,548 2,708

減損損失 68 229

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 434 －

事業譲渡損益（△は益） △1,618 －

負ののれん償却額 △23 △23

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 7

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25 △6

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 31

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 16 0

土壌汚染処理損失引当金の増減額（△は減少） △7 △6

受取利息及び受取配当金 △526 △507

支払利息 216 219

持分法による投資損益（△は益） △4 △4

投資有価証券売却損益（△は益） △7 △20

投資有価証券評価損益（△は益） 29 143

固定資産売却損益（△は益） △90 △10

固定資産処分損益（△は益） 50 104

売上債権の増減額（△は増加） 1,480 △56

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,379 543

仕入債務の増減額（△は減少） △202 △300

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △1,964 △707

長期前受収益の増減額（△は減少） 724 342

その他 △1,063 △1,028

小計 2,020 3,181

利息及び配当金の受取額 525 507

利息の支払額 △226 △221

法人税等の支払額 △1,729 △509

営業活動によるキャッシュ・フロー 589 2,957
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 2,313 △2,543

有形固定資産の取得による支出 △1,825 △2,761

有形固定資産の除却による支出 △101 △106

有形固定資産の売却による収入 108 0

無形固定資産の取得による支出 △2,044 △30

無形固定資産の売却による収入 － 13

投資有価証券の取得による支出 △12 △8

投資有価証券の売却及び償還による収入 19 211

貸付金の回収による収入 105 101

事業譲渡による収入 ※２  1,900 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 463 △5,122

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △32 △359

長期借入金の返済による支出 △2,648 △452

長期借入れによる収入 3,996 1,720

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △351 △351

少数株主への配当金の支払額 △67 △61

その他 △156 △156

財務活動によるキャッシュ・フロー 738 338

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,791 △1,827

現金及び現金同等物の期首残高 6,229 8,021

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  8,021 ※１  6,194
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)  連結子会社の数    ７社 

連結子会社の名称 

㈱ニチビ、トーアエイヨー㈱、オグランジャパン㈱、日本機械工業㈱、片倉機器工業㈱、カフラ

ス㈱、㈱片倉キャロンサービス 

(2)  主要な非連結子会社の名称 

中越㈱、㈱片倉キャリアサポート、中央産業㈱、東近紙工㈱ 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)  持分法適用の非連結子会社数  １社 

主要な会社名  中越㈱ 

(2)  持分法適用の関連会社数       ― 

(3)  持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

㈱片倉キャリアサポート、中央産業㈱、東近紙工㈱ 

(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、㈱ニチビの決算日は９月30日、トーアエイヨー㈱、日本機械工業㈱、片倉機器

工業㈱、カフラス㈱は３月31日、オグランジャパン㈱は11月30日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、トーアエイヨー㈱、日本機械工業㈱、片倉機器工業㈱、カフラ

ス㈱については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。㈱ニチビ、

オグランジャパン㈱については、それぞれの財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

当連結会計年度において、㈱片倉キャロンサービスは、決算日を12月31日に変更し、連結決算日と

同日となっております。なお、当連結会計年度における会計期間は13ヶ月となっております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

(1)  重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

a  子会社株式及び関連会社株式 

非連結子会社株式及び持分法非適用関連会社株式については、移動平均法による原価法 

b  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②  たな卸資産 

a  製・商品及び仕掛品 

医薬製品仕掛品 

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

小売商品 

売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

その他 

主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

b  原材料及び貯蔵品 

主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

③  デリバティブ 

時価法 

(2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    10年～50年 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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(3)  重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、債権の回収可能性を個別に検討して回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。 

③  役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

④  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額

法により、費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による

定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

⑤  役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑥  土壌汚染処理損失引当金 

当社が所有する土地のうち工場跡地の一部について土壌汚染が判明したことにより、土壌汚染

浄化処理の損失に備えるため、支払見込額を計上しております。 

(4)  重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務について

は、当該為替予約等の円貨額に換算しております。 

(5)  重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行っております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

③  ヘッジ方針 

為替予約 

通常の取引の範囲内で、外貨建債権債務に係る将来の為替変動リスクを回避する目的で包括的

な為替予約取引等を行っております。 

④  ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続し
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て相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認する事により有効性の判定に

代えております。 

(6)  のれんの償却方法及び償却期間 

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行っており

ます。 

(7)  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。 

(8)  その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①  収益及び費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

②  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（７）会計方針の変更 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

連結子会社のうち決算期が３月の連結子会社については、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

（８）会計上の見積りの変更 

当連結会計年度において、さいたま新都心駅前社有地第二期開発の基本計画を決定いたしました。こ

れにより、開発の進行に伴い利用不能となる資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更してお

ります。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ78百万円減少しております。 

 

（９）追加情報 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用してお

ります。 
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（退職給付制度の一部移行について） 

当社は、平成24年４月１日より確定給付年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行することに

ついて、平成24年１月12日に労使合意に至っております。この移行に伴う会計処理については「退職給

付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。 

本移行により、特別損失として３億５百万円を計上しております。 

 

（10）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

有形固定資産の減価償却累計額 46,392百万円 47,674百万円 

 

※２  担保資産及び担保付債務 

担保資産 

工場財団 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

建物及び構築物 83百万円 79百万円 

機械装置及び運搬具 13百万円 9百万円 

土地 521百万円 520百万円 

有形固定資産のその他 43百万円 49百万円 

計 662百万円 659百万円 

 

その他 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

建物及び構築物 10,833百万円 10,081百万円 

土地 42百万円 42百万円 

投資有価証券 3,101百万円 928百万円 

投資その他の資産のその他 30百万円 30百万円 

計 14,007百万円 11,082百万円 

 

担保付債務 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

支払手形及び買掛金 48百万円 40百万円 

短期借入金 1,875百万円 561百万円 

１年内返済予定の長期借入金 452百万円 716百万円 

流動負債のその他 1,199百万円 796百万円 

長期借入金 4,442百万円 5,445百万円 

長期預り敷金保証金 6,054百万円 5,263百万円 

割引手形 27百万円 22百万円 

合計 14,098百万円 12,846百万円 
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３  受取手形割引高 

 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

受取手形割引高 133百万円 48百万円 

 

※４  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

投資有価証券(株式) 185百万円 199百万円 

 

 

※５  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。 

 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

受取手形 98百万円 71百万円 

支払手形 67百万円 80百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原

価に含まれております。 

前連結会計年度 
(自  平成23年１月１日 
  至  平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年１月１日 
  至  平成24年12月31日) 

5百万円 75百万円 

 

※２  一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

前連結会計年度 
(自  平成23年１月１日 
  至  平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年１月１日 
  至  平成24年12月31日) 

3,386百万円 3,069百万円 

 

※３  固定資産売却益の内訳 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

主として土地の売却益86百万円であります。 

 

※４  固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年１月１日 
  至  平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年１月１日 
  至  平成24年12月31日) 

建物及び構築物 8百万円 20百万円 

機械装置及び運搬具 3百万円 2百万円 

解体費等 36百万円 78百万円 

その他 2百万円 3百万円 

計 50百万円 104百万円 
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※５  減損損失 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

減損損失の金額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産又は資産グル―プについて減損損失を計上し

ております。 

用途 場所 種類 金額（百万円） 

繊維事業 資産 東京都中央区 機械装置及び運搬具等 28

繊維事業 資産 長野県松本市 機械装置及び運搬具 12

不動産事業 資産 埼玉県さいたま市 

大宮区 

建物及び構築物等 189

（資産のグルーピングの方法） 

主に管理会計上の区分を基に、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位にてグルーピングをしております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

事業用資産については、収益力の低下により、減損損失を認識しております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は使用価値または正味売却価額により測定しております。使用価値は将来キャッシ

ュ・フローがマイナスまたは使用期間が短期であるため割引計算は行っておりません。 

 

※６  災害による損失の内訳 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

災害資産の原状回復費用等 223百万円 

操業・営業休止期間中の固定費 41百万円 

見舞金・復旧支援費用 33百万円 

その他 20百万円 

計 319百万円 
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（連結包括利益計算書関係） 

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

その他有価証券評価差額金  

  当期発生額 4,327百万円

  組替調整額 △10百万円

    税効果調整前 4,316百万円

    税効果額 △1,532百万円

    その他有価証券評価差額金 2,784百万円

繰延ヘッジ損益  

  当期発生額 38百万円

    税効果調整前 38百万円

    税効果額 △14百万円

    繰延ヘッジ損益 24百万円

持分法適用会社に対する持分相当額  

  当期発生額 8百万円

              その他の包括利益合計 2,817百万円

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 35,215,000 － － 35,215,000

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 60,278 1,070 － 61,348

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,070株 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成23年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 351 10.00 平成22年12月31日 平成23年３月31日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成24年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 351 10.00 平成23年12月31日 平成24年３月30日

 

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 35,215,000 － － 35,215,000

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 61,348 317 － 61,665

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 317株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成24年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 351 10.00 平成23年12月31日 平成24年３月30日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成25年３月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 351 10.00 平成24年12月31日 平成25年３月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年１月１日 
  至  平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年１月１日 
  至  平成24年12月31日) 

現金及び預金勘定 25,953百万円 28,669百万円 

有価証券勘定 492百万円 492百万円 

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △18,425百万円 △22,968百万円 

現金及び現金同等物 8,021百万円 6,194百万円 

 

※２  事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

流動資産 27百万円 

固定資産 286百万円 

資産合計 314百万円 

流動負債 32百万円 

負債合計 32百万円 

事業譲渡益 1,618百万円 

差引：事業譲渡による収入 1,900百万円 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

当社グループは、製品・商品等の種類・性質と事業形態を考慮して事業部及び子会社を置き、事業

部及び子会社は、サービスの向上と売上及び利益の拡大を目指し、事業活動を展開しております。 

当社グループは、「繊維事業」、「医薬品事業」、「機械関連事業」、「不動産事業」の４つを報

告セグメントとしております。 

各事業の内容は下記のとおりであります。 

(1)  繊維事業………肌着、靴下、絹製品、カジュアルインナー、補整下着、機能性繊維の製造・販

売、ブランドライセンス業等 

(2)  医薬品事業……医療用医薬品の製造・販売 

(3)  機械関連事業…消防自動車、自動車部品、農業用機械等の製造・販売、石油製品等の輸入販売 

(4)  不動産事業……ショッピングセンターの運営、不動産賃貸 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載の方法と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

（単位：百万円） 

 繊維 医薬品 機械関連 不動産
その他
(注)１

合計 
調整額 
(注)２ 

連結 
財務諸表
計上額
(注)３

売上高    

  外部顧客への売上高 11,226 17,790 7,852 6,818 4,102 47,790 － 47,790

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

7 － － 29 218 255 △255 －

計 11,233 17,790 7,852 6,848 4,321 48,045 △255 47,790

  セグメント利益 
  又は損失（△） 

270 1,405 △232 2,028 △37 3,435 △1,254 2,181

セグメント資産 9,987 56,745 7,159 25,770 2,764 102,429 10,503 112,932

その他の項目    

  減価償却費 114 1,315 136 848 71 2,485 62 2,548

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

418 3,055 140 687 56 4,359 209 4,569

(注) １．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホームセンター、ビル管理サー

ビス、訪花昆虫の販売等の事業を含んでおります。 

２．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)  セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,254百万円には、セグメント間の取引消去△４百万円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△1,250百万円が含まれております。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2)  セグメント資産の調整額10,503百万円の主なものは、当社での長期投資資金(投資有価証券)及び管理

部門に係る資産であります。 

(3)  減価償却費の調整額62百万円は、各報告セグメントに配分していない共通の資産に係る減価償却費で

あります。 

(4)  有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額209百万円は、各報告セグメントに配分していない

共通の資産の増加額であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

（単位：百万円） 

 繊維 医薬品 機械関連 不動産
その他
(注)１

合計 
調整額 
(注)２ 

連結 
財務諸表
計上額
(注)３

売上高    

外部顧客への売上高 10,160 16,399 10,064 6,759 3,842 47,226 － 47,226

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7 － 0 28 243 279 △279 －

計 10,167 16,399 10,064 6,787 4,086 47,505 △279 47,226

セグメント利益 267 548 283 2,154 91 3,345 △1,507 1,837

セグメント資産 8,737 58,470 7,554 26,598 1,925 103,285 12,991 116,276

その他の項目    

減価償却費 126 1,481 101 863 67 2,640 67 2,708

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

89 666 88 1,914 32 2,791 26 2,818

(注) １．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホームセンター、ビル管理サー

ビス、訪花昆虫の販売等の事業を含んでおります。 

２．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)  セグメント利益の調整額△1,507百万円には、セグメント間の取引消去△19百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,488百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

(2)  セグメント資産の調整額12,991百万円の主なものは、当社での長期投資資金(投資有価証券)及び管理

部門に係る資産であります。 

(3)  減価償却費の調整額67百万円は、各報告セグメントに配分していない共通の資産に係る減価償却費で

あります。 

(4)  有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額26百万円は、各報告セグメントに配分していない共

通の資産の増加額であります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

アステラス製薬(株) 17,346 医薬品事業 

 

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

アステラス製薬(株) 16,219 医薬品事業 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

（単位：百万円） 

 繊維 医薬品 機械関連 不動産 
その他 
(注)１ 

調整額 
(注)２ 

合計 

減損損失 51 － － － 5 10 68

(注)１  ホームセンターに係るものであります。 

(注)２  本店管轄資産に係るものであります。 

 

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

（単位：百万円） 

 繊維 医薬品 機械関連 不動産 その他 調整額 合計 

減損損失 40 － － 189 － － 229

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

（単位：百万円） 

（負ののれん） 繊維 医薬品 機械関連 不動産 その他 調整額 合計 

当期償却額 23 － － － － － 23

当期末残高 44 － － － － － 44

 

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

（単位：百万円） 

（負ののれん） 繊維 医薬品 機械関連 不動産 その他 調整額 合計 

当期償却額 23 － － － － － 23

当期末残高 21 － － － － － 21

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（賃貸等不動産関係） 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社では、埼玉県その他の地域において賃貸用商業施設（土地を含む。）等

を有しております。 

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

（単位：百万円） 

 前連結会計年度 

（自  平成23年１月１日 

   至  平成23年12月31日) 

当連結会計年度 

（自  平成24年１月１日 

   至  平成24年12月31日) 

連結貸借対照表計上額 22,171 21,552

時価 82,404 99,151

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。 

(注２) 期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額、その他の物件については主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。 

(注３) 東京スクエアガーデン（前連結会計年度及び当連結会計年度）及びさいたま新都心駅前社

有地第二期開発（当連結会計年度）の土地を除く開発中物件（前連結会計年度 連結貸借

対照表計上額737百万円、当連結会計年度 連結貸借対照表計上額2,387百万円）は、開発

の途中段階であることから、時価を把握することが極めて困難であるため上表には含めて

おりません。 
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（１株当たり情報） 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年１月１日 
  至  平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年１月１日 
  至  平成24年12月31日) 

１株当たり純資産額 1,225円13銭 1,302円69銭 

１株当たり当期純利益金額 50円41銭 19円95銭 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成23年１月１日 
  至  平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成24年１月１日 
  至  平成24年12月31日) 

当期純利益(百万円) 1,772 701 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,772 701 

普通株式の期中平均株式数(株) 35,154,104 35,153,523 

 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度 

(平成23年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成24年12月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 63,133 66,456 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 20,065 20,663 

(うち少数株主持分(百万円)) (20,065) (20,663)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 43,067 45,793 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(株) 

35,153,652 35,153,335 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,819 4,087

受取手形 1,072 833

売掛金 1,320 1,195

リース投資資産 908 928

商品及び製品 1,503 1,323

仕掛品 73 67

原材料及び貯蔵品 383 328

前払費用 57 60

繰延税金資産 257 220

短期貸付金 － 2

関係会社短期貸付金 － 625

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 48 48

未収入金 490 398

その他 339 185

流動資産合計 11,274 10,304

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 12,479 11,592

構築物（純額） 568 507

機械及び装置（純額） 42 23

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 107 70

土地 8,941 8,941

リース資産（純額） 48 33

建設仮勘定 738 2,497

有形固定資産合計 22,926 23,666

無形固定資産   

借地権 62 59

ソフトウエア 20 18

リース資産 64 47

その他 24 25

無形固定資産合計 171 151
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 7,889 10,463

関係会社株式 1,640 1,640

従業員に対する長期貸付金 19 16

関係会社長期貸付金 528 512

破産更生債権等 49 49

長期前払費用 139 206

前払年金費用 1,477 1,607

敷金及び保証金 140 140

その他 65 64

貸倒引当金 △390 △373

投資その他の資産合計 11,559 14,328

固定資産合計 34,657 38,146

資産合計 45,931 48,450

負債の部   

流動負債   

支払手形 758 625

買掛金 891 756

短期借入金 3,325 3,085

関係会社短期借入金 － 1,260

1年内返済予定の長期借入金 402 666

リース債務 49 46

未払金 1,394 985

未払費用 195 299

未払法人税等 421 130

前受金 8 6

預り金 1,152 1,131

前受収益 647 628

賞与引当金 61 62

1年内返還予定の預り保証金 1,344 816

従業員預り金 251 －

設備関係支払手形 116 13

資産除去債務 10 12

流動負債合計 11,031 10,526
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

固定負債   

長期借入金 4,392 5,445

リース債務 82 46

繰延税金負債 3,074 3,947

土壌汚染処理損失引当金 98 92

債務保証損失引当金 340 260

長期預り敷金保証金 9,009 8,301

長期前受収益 1,794 2,136

資産除去債務 305 314

その他 79 81

固定負債合計 19,176 20,626

負債合計 30,208 31,152

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,817 1,817

資本剰余金   

資本準備金 332 332

資本剰余金合計 332 332

利益剰余金   

利益準備金 437 437

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 2,730 2,725

別途積立金 4,800 5,800

繰越利益剰余金 2,052 864

利益剰余金合計 10,020 9,827

自己株式 △81 △82

株主資本合計 12,088 11,895

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,631 5,374

繰延ヘッジ損益 3 27

評価・換算差額等合計 3,635 5,401

純資産合計 15,723 17,297

負債純資産合計 45,931 48,450
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（２）損益計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高   

商品及び製品売上高 10,055 9,560

原材料売上高 3 2

サービス売上高 6,827 6,773

売上高合計 16,886 16,336

売上原価   

商品及び製品売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 1,367 1,503

当期製品製造原価 1,915 1,721

当期商品仕入高 7,931 6,528

合計 11,214 9,753

商品及び製品期末たな卸高 1,503 1,323

他勘定振替高 1,919 1,188

商品及び製品売上原価 7,791 7,242

原材料売上原価 2 2

サービス売上原価 3,719 3,595

売上原価合計 11,514 10,840

売上総利益 5,372 5,496

販売費及び一般管理費   

販売諸掛費 376 374

広告宣伝費 446 385

役員報酬 191 191

従業員給料及び手当 1,255 1,169

従業員賞与 289 277

賞与引当金繰入額 40 38

退職給付費用 420 376

福利厚生費 308 297

消耗品費 98 79

賃借料 357 159

租税公課 170 169

旅費及び交通費 116 109

減価償却費 118 116

貸倒引当金繰入額 － 0

研究開発費 194 500

その他 572 560

販売費及び一般管理費合計 4,956 4,808

営業利益 416 688
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業外収益   

受取利息 22 17

受取配当金 322 300

業務受託手数料 46 14

債務保証損失引当金戻入額 － 80

雑収入 174 110

営業外収益合計 566 522

営業外費用   

支払利息 169 170

休止事業所経費等 22 －

貸倒引当金繰入額 69 －

シンジケートローン手数料 31 28

雑損失 17 24

営業外費用合計 310 222

経常利益 671 988

特別利益   

固定資産売却益 61 10

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 1 －

債務保証損失引当金戻入額 274 －

事業譲渡益 1,618 －

その他 2 －

特別利益合計 1,958 10

特別損失   

固定資産処分損 32 92

減損損失 34 217

投資有価証券評価損 － 133

割増退職金 80 －

退職給付制度終了損 － 305

本社移転費用 108 －

災害による損失 147 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 223 －

その他 6 0

特別損失合計 634 749

税引前当期純利益 1,995 249

法人税、住民税及び事業税 580 157

法人税等調整額 △69 △67

法人税等合計 510 90

当期純利益 1,484 159
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,817 1,817

当期末残高 1,817 1,817

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 332 332

当期末残高 332 332

資本剰余金合計   

当期首残高 332 332

当期末残高 332 332

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 437 437

当期末残高 437 437

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 2,519 2,730

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 215 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △4 △4

当期変動額合計 210 △4

当期末残高 2,730 2,725

別途積立金   

当期首残高 3,800 4,800

当期変動額   

別途積立金の積立 1,000 1,000

当期変動額合計 1,000 1,000

当期末残高 4,800 5,800

繰越利益剰余金   

当期首残高 2,129 2,052

当期変動額   

剰余金の配当 △351 △351

当期純利益 1,484 159

固定資産圧縮積立金の積立 △215 －

固定資産圧縮積立金の取崩 4 4

別途積立金の積立 △1,000 △1,000

当期変動額合計 △77 △1,187

当期末残高 2,052 864
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 8,886 10,020

当期変動額   

剰余金の配当 △351 △351

当期純利益 1,484 159

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 1,133 △192

当期末残高 10,020 9,827

自己株式   

当期首残高 △81 △81

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △81 △82

株主資本合計   

当期首残高 10,955 12,088

当期変動額   

剰余金の配当 △351 △351

当期純利益 1,484 159

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,132 △192

当期末残高 12,088 11,895

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 3,260 3,631

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 371 1,742

当期変動額合計 371 1,742

当期末残高 3,631 5,374

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △10 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13 24

当期変動額合計 13 24

当期末残高 3 27

評価・換算差額等合計   

当期首残高 3,250 3,635
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 384 1,766

当期変動額合計 384 1,766

当期末残高 3,635 5,401

純資産合計   

当期首残高 14,206 15,723

当期変動額   

剰余金の配当 △351 △351

当期純利益 1,484 159

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 384 1,766

当期変動額合計 1,517 1,573

当期末残高 15,723 17,297
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（4）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

６．その他 

（１）役員の異動（平成25年３月28日付予定） 

①  代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

②  その他の役員の異動 

１．新任取締役候補 

取 締 役 佐 野 公 哉（現 執行役員経理部長） 

取 締 役 渡 辺 康 司（現 株式会社農林中金総合研究所顧問） 

(社外取締役) 

 

２．退任予定取締役 

専務取締役 花 岡 孝 雄 

取 締 役 小 澤    徹 

 

３．役員の昇格予定 

専務取締役 新 井    融（現 常務取締役） 

 

４．新任執行役員候補 

執 行 役 員 藤 本 正 明（現 オグランジャパン株式会社取締役社長 出向） 

執 行 役 員 古 田 良 夫（現 機械電子事業部長） 
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（２）補足情報 

 

 セグメント業績予想 
 
１．連結売上高                                                           （単位：百万円） 

 当     期 次 期 予 想 

 第２四半期累計期間 通   期 第２四半期累計期間 通   期 

繊維事業 5,418 10,160 6,100 11,300

医薬品事業 8,227 16,399 8,500 17,500

機械関連事業 6,498 10,064 6,100 9,400

不動産事業 3,342 6,759 3,300 6,900

その他 1,974 3,842 2,000 3,900

合計 25,461 47,226 26,000 49,000
 

２．連結営業利益                                                         （単位：百万円） 

 当     期 次 期 予 想 

 第２四半期累計期間 通   期 第２四半期累計期間 通   期 

繊維事業 353 267 250 400

医薬品事業 354 548 200 1,100

機械関連事業 285 283 100 100

不動産事業 1,136 2,154 750 1,700

その他 73 91 50 100

調整額 △740 △1,507 △750 △1,500

合計 1,463 1,837 600 1,900
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